
社援発第１１１１００１号 

平成２０年１１月１１日 

 

（最終改正）       

社 援 発 0 3 0 6 第 2 5 号 

令 和 ２ 年 ３ 月 ６ 日 

 

 

 

 

都 道 府 県 知 事 

指 定 都 市 市 長 

各 中 核 市 市 長 殿 

関 係 団 体 の 長 

地方厚生（支）局長 

 

 

厚生労働省社会･援護局長 

 

 

 

社会福祉士養成課程における相談援助実習を行う実習施設等の範囲について 

 

 

社会福祉士養成課程における相談援助実習を行う実習施設等の範囲については、社会福

祉士介護福祉士養成施設指定規則第三条第一号ヲ及び第五条第十四号イ、社会福祉士介護

福祉士学校指定規則第三条第一号ヲ及び第五条第十四号イ並びに社会福祉に関する科目を

定める省令第四条第六号の規定に基づき厚生労働大臣が別に定める施設及び事業（昭和 62

年厚生省告示第 203 号。以下「実習施設等告示」という。）に定められているところである

が、実習施設等告示第１項第 18 号に掲げる施設又は事業を下記のとおり定め、平成 21 年

４月１日より適用することとしたので、参考まで通知する。  

 



  

 

 

記 

 

 

１．「身体障害者福祉工場の設備及び運営について」（昭和 47 年７月 22 日付け社更第 128

号）別紙（身体障害者福祉工場設置運営要綱）に基づく身体障害者福祉工場  

 

２．「知的障害者福祉工場の設置及び運営について」（昭和 60 年５月 21 日付け厚生省発児

第 104 号）別紙（知的障害者福祉工場設置運営要綱）に基づく知的障害者福祉工場  

 

３．「重症心身障害児（者）通園事業の実施について」（平成 15 年 11 月 10 日付け障発第

1110001 号）別紙（重症心身障害児（者）通園事業実施要綱）に基づく「重症心身障害

児（者）通園事業」を行う施設  

 

４．「セーフティネット支援対策等事業の実施について」（平成 17 年 3 月 31 日付け社援発

第 0331021 号）別添 14（ホームレス自立支援事業実施要領）に基づくホームレス自立支

援センター  

 

５．「地域福祉センターの設置運営について」（平成６年６月 23 日付け社援地第 74 号）別

紙（地域福祉センター設置運営要綱）に基づく地域福祉センター  

 

６．「隣保館の設置及び運営について」（平成14年８月29日付け厚生労働省発社援第0829002

号）に基づく隣保館  

 

７．児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に規定する小規模住居型児童養育事業を行う施        

 設 

 

８．「市町村子ども家庭総合支援拠点の設置運営等について」（平成 29 年３月 31 日付け雇

児発 0331 第 49 号）別添（「市町村子ども家庭総合支援拠点」設置運営要綱）に基づく子

ども家庭総合支援拠点 

 

９．「子育て世代包括支援センターの設置運営について」（平成 29 年３月 31 日付け雇児発



0331 第５号）に基づく子育て世代包括支援センター 

 

10．厚生労働省が委託する地域若者サポートステーション事業により設置される地域若者

サポートステーション 

 

11．「子ども・若者支援地域協議会設置・運営指針」（平成 22 年２月 23 日付け内閣府政策

統括官（共生社会政策担当）決定）に基づく子ども・若者総合相談センター 

 

12．成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）に基づき策定され

た成年後見制度利用促進基本計画における「権利擁護支援の地域連携ネットワークづく

り」において設置される中核機関 

 

13．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123

号）に基づく基幹相談支援センター 

 

14．「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の

業務の範囲等について」（昭和 63 年２月 12 日社庶第 29 号厚生省社会局長・児童家庭局

長通知）別添１の２において掲げる施設（上記１から１３まで及び実習施設等告示に定

められている施設を除く。） 

 

15．次のいずれの条件も満たすいわゆる独立型社会福祉士事務所  

（１）社団法人日本社会福祉士会へ登録している社会福祉士が開設した事務所であること。  

（２）独立型社会福祉士事務所を開業して３年以上の実績を有していること。  

（３）利用者からの相談に応ずるために必要な広さを有する区画が設けられていること。  

（４）他の独立型社会福祉士事務所等との連携が確保されているなど、適切な実習指導体

制が整っていること。  

（５）事故発生時等の対応として、損害賠償保険等に加入していること。 

 

16．福祉に関する業務を行うことが定款、実施要綱等において明記されている法人 


